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「日本人の2人に1人が、がんになる」 
がんの生涯リスクは男性55.7％、女性41.3％ 

 

「日本人の100人に1人が、がん医療を受けている」 
継続的な医療を受けているがん患者は152万人(2008年) 
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これまでのがん対策 



 

昭和56年 悪性新生物が死亡原因の第１位となる 

昭和59年       対がん10ヵ年総合戦略  

平成  6年      がん克服新10か年戦略 

平成16年       第3次対がん10か年総合戦略  

平成18年6月  がん対策基本法 成立 

平成19年4月  がん対策基本法 施行 

             6月  がん対策推進基本計画 策定 

平成24年6月 第2期がん対策推進基本計画 策定 
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これまでのがん対策 



（１）がんに関する研究の推進 

 

（２）がん医療の均てん化の促進 
 

（３）がん患者の意向を十分尊重したが  

   ん医療提供体制の整備 

がん対策基本法の基本理念 



法律に「緩和ケアを推進すること」が明記 

（がん患者の療養生活の質の維持向上） 

第１６条 国及び地方公共団体は、がん患者の状況に応

じて疼痛等の緩和を目的とする医療が早期から適切に行

われるようにすること、居宅においてがん患者に対しがん

医療を提供するための連携協力体制を確保すること、医

療従事者に対するがん患者の療養生活の質の維持向上

に関する研修の機会を確保することその他のがん患者の

療養生活の質の維持向上のために必要な施策を講ずる

ものとする。  



 

昭和56年 悪性新生物が死亡原因の第１位となる 

昭和59年       対がん10ヵ年総合戦略  

平成  6年      がん克服新10か年戦略 

平成16年       第3次対がん10か年総合戦略  

平成18年6月  がん対策基本法 成立 

平成19年4月  がん対策基本法 施行 

             6月  がん対策推進基本計画 策定 

平成24年6月 第2期がん対策推進基本計画 策定 

これまでのがん対策 



（１）がんによる死亡者の減尐 

 

（２）すべてのがん患者及びその家族の 

  苦痛の軽減並びに療養生活の質の 

  維持向上 

がん対策推進基本計画の全体目標 
 

（平成19年6月閣議決定） 
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（１）放射線療法及び化学療法の推進 

（２）治療の初期段階からの緩和ケアの実施 

（３）がん登録の推進 

がん対策推進基本計画における 
重点的に取り組むべき課題 

. 

（平成19年6月閣議決定） 
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（１）医師に対して幅広く緩和ケアの基礎の普及 

 すべてのがん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修の実施 

 

（２）緩和ケアの専門家の育成 

  国立がん研究センターの研修やeラーニングによる専門的医
療従事者の育成 

 

（３）緩和ケアの提供体制の整備 

  がん診療連携拠点病院の整備指針の改定 

 

（４）患者を含めた国民への緩和ケアの普及啓発の推進 

  緩和ケアについての一般国民への普及啓発 

 

（５）緩和ケアに関する研究の推進 

  「緩和ケアを推進するための包括的プログラムによる地域介
入研究（OPTIM）」をはじめとした関連研究の実施 

 

 

 

これまでの緩和ケアの取り組み 



 

(1)医師に対して幅広く緩和ケアの基礎の普及 
 

すべてのがん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修の実施 

−緩和ケア研修会標準プログラム− 

開催期間 
原則として、2日以上で開催し、実質的な研修時間の合計は12時間以上であること 

形式 講義形式の研修に加えて、 
参加者主体の体験型研修(ワークショップ)形式の研修も実施する 

内容 ・がん性疼痛の機序、評価及びWHO方式がん性疼痛治療法を含む 
 がん性疼痛に対する緩和ケア 
・呼吸困難、消化器症状等の身体症状に対する緩和ケア 
・不安、抑うつ及びせん妄等の精神症状に対する緩和ケア 
・がん医療におけるコミュニケーション技術 
・がん患者の療養場所の選択及び地域連携についての要点 



緩和ケア研修会の実施支援体制 

国立がん研究センター 



緩和ケア研修会の指導者の育成 

・ PEACE指導者研修会プログラム 

  成人学習理論に基づく構成 
    緩和ケア ：2泊3日/1泊2日合宿形式 

    精神腫瘍学 ：1泊2日合宿形式 

•  指導者の数 （平成25年2月17日現在） 

          緩和ケア ：2,026名 

     （うち、PEACE指導者研修修了者 1,736名） 

          精神腫瘍学 ：750名 

        （うち、PEACE指導者研修修了者 693名） 

 

 

 



緩和ケア研修会の修了者数 

 

全国で開催された緩和ケア研修会は、 
 1,863回 
 
全国の緩和ケア研修会の修了者数は、 
 34,309名 
 

（平成24年10月19日現在） 



（2）緩和ケアの専門家の育成 

 

国立がん研究センターにおいて研修の実施 

国立がん研究センターがん対策情報センターにおいて 
がん拠点病院等の「緩和ケアチーム」を対象とした研修を実施 
 

 

平成19年度から開始し、平成24年12月までに、 

のべ1,239人が、研修を修了 

 



 

 

 

 

日本癌治療学会により、 

厚生労働省委託事業として、 

緩和ケアや精神腫瘍学をはじめ、 

がん診療に携わる医師を対象とした 

eラーニングによる学習プログラムを 

開発し、HPで公開中。 

 

http://www.cael.jp/ 

（2）緩和ケアの専門家の育成 
 

「がん医療を専門とする医師の 
学習プログラムeラーニング 」を開設 



（3）緩和ケアの提供体制の整備 

 

がん診療連携拠点病院の整備指針の改定 

（平成20年3月） 
緩和ケアの提供体制について主な改正内容 

○緩和ケアチームの整備、組織上への位置付け 

  ①専任の身体症状の緩和に携わる専門的な知識及び技能を有 

   する医師 

  ②精神症状の緩和に携わる専門的な知識及び技能を有する医師 

  ③専従の専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師 

  

○外来において専門的な緩和ケアを提供できる体制の整備 

○カンファレンスの週１回程度の開催 

○がん患者に対する必要な情報提供（院内への掲示等） 

○かかりつけ医との協力・連携 

○緩和ケアに関する要請及び相談に関する受付窓口の設置 



 

（４）患者を含めた国民への緩和ケアの 

普及啓発の推進 
 

緩和ケアについての一般国民への普及啓発 

オレンジバルーンプロジェクト 

緩和ケアの普及啓発を目的に、 

厚生労働省からの委託を受け、 

日本緩和医療学会が、関係団体と連携し活動中 

「緩和ケア.net」 
www.kanwacare.net 
 
リーフレット、ポスター、
グッズの申込みができます。 

http://www.kanwacare.net/


 

【調査結果１】 
人々は、複数の職種から
なる「チーム」が支えること
に安心感を覚える 

【調査結果２】 
「緩和ケアチーム」がすでに一
般的な医療として全国に広がっ
ていることが、人々に安心感を
与える 

【調査結果３】 
声をかけるきっかけが
なく、医療者に 
言い出しにくいという
気持ちを持っている人
が多い 

緩和ケア普及啓発のための 

リーフレットのねらう効果  



 

緩和ケア普及啓発のための 

リーフレットのねらう効果  

ここに、病院の中で患者さんのご相談を受ける 
ことのできる部署を、ゴム印にしてスタンプする 

などしてお使いください 
 例えば… 

   ・相談支援センター窓口 

   ・外来の総合案内 

   ・緩和ケア科           など 

病院内でご相談の上、適切な窓口を提示してください 

《使い方》 
①外来の待合室で、自由に手に取れるようにする 
②医師が診察室で 「がんの治療と一緒に、症状や    
 こころのケアも必要なので、知っておいてくださいね」と渡す 
③その他、患者教育などで活用する 

リーフレット等の請求先 
URL： www.kanwacare.net 



http://gankanwa.umin.jp/ 

 第３次対がん総合戦略研究事業 （がん対策のための戦略研究） 
「緩和ケアプログラムによる地域介入研究」 

（５）緩和ケアに関する研究の推進 



介入地域 

山形県鶴岡市・三川町   

緩和ケアの整備が求められている地域 

 （鶴岡市立荘内病院 ） 

静岡県浜松市   

総合病院を中心に整備を進めている地域 

 （聖隷三方原病院） 

長崎県長崎市   

医師会を中心に整備を進めている地域 

 （長崎市医師会） 

千葉県柏市・我孫子市・流山市  

がん専門病院を中心に整備を進めている地域 

 （国立がんセンター東病院） 

「治療の初期段階からの緩和ケアの実施」 

「住み慣れた家庭や地域での療養を選択でき
る環境の整備」 

さまざまな地域の状況に応じた 

目指すべき緩和ケアの提供体制のモデルを開発 



2007 

 
 

2008 

 
 

2009 

 
 

2010 

●予備調査（地域の実情･求められる介入を把握） 
●研究プロトコール 

●介入用マテリアル 

●介入地域に研究組織を確立 

介入前調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

介入後調査 

を作成 

2008. 4－2011. 3  介入 
１．緩和ケアの標準化と継続性の向上 

２．患者・家族に対する適切な緩和ケアの知識 

       の提供 

３．地域の緩和ケアの包括的なコーディネー 

       ション 

４．緩和ケア専門家による診療及びケア 

「緩和ケアプログラムによる地域介入研究」研究計画 



アウトカム研究のまとめ 

 

 

 

１ 地域緩和ケアプログラムは実施可能である 
 

２ 自宅死亡率が増加（４地域中３地域）。患者の希望に沿ったもので
あり、介護負担の増加もなかった。 

 

３ 外来患者ではもともと質評価が良かったのが多尐底上げされた。
終末期患者では質評価、quality of lifeとも小さいながらも改善した。
自宅でのquality of lifeが高かった 

 

４ 医師・看護師の困難感、特に地域連携に関する困難感が改善した 
 

５ 市民・遺族の認識・知識は改善したが、患者の認識・知識は（同じ
暴露があるにもかかわらず）改善しなかった。暴露を受けた対象で
は改善した 

 



プロセス研究のまとめ 

 

 

 

１ 地域緩和ケアプログラムがもたらした変化として医療福祉従事  

 者が認識していたのは、ネットワーキングの価値であった 

 

２ ネットワーキングは、多方面にわたって患者アウトカムを改善す 

 る基盤となっていた 

 

３ 地域緩和ケアプログラムは、多職種が出会う機会を得ることに
よって、地域内の医療福祉従事者のコミュニケーション・連携を
改善し、地域緩和ケアのアウトカムを向上させる可能性が示唆さ
れた 



これからのがん対策と 

緩和ケア 



（１）がんによる死亡者の減尐 

 

（２）すべてのがん患者とその家族の苦痛
の軽減と療養生活の質の維持向上 

 

（３）がんになっても安心して暮らせる社会
の構築 

第2期がん対策推進基本計画の全体目標 
 

（平成24年6月閣議決定） 



（１）放射線療法、化学療法、手術療法の更
なる充実とこれらを専門的に行う医療
従事者の育成 

（２）がんと診断された時からの緩和ケアの
推進 

（３）がん登録の推進 

（４）働く世代や小児へのがん対策の充実 

第2期がん対策推進基本計画における 

重点的に取り組むべき課題 
 

（平成24年6月閣議決定） 



（１）放射線療法、化学療法、手術療法の更
なる充実とこれらを専門的に行う医療
従事者の育成 

（２）がんと診断された時からの緩和ケアの
推進 

（３）がん登録の推進 

（４）働く世代や小児へのがん対策の充実 

第2期がん対策推進基本計画における 

重点的に取り組むべき課題 
 

（平成24年6月閣議決定） 



緩和ケアの新たな「個別目標」 

  関係機関などと協力し、３年以内にこれまでの緩
和ケアの研修体制を見直し、５年以内に、がん
診療に携わる全ての医療従事者が基本的な緩
和ケアを理解し、知識と技術を習得することを目
標とする。 

 特に拠点病院では、自施設のがん診療に携わ 
る全ての医師が緩和ケア研修を修了することを
目標とする。  

 



緩和ケアの新たな「個別目標」 

  また、３年以内に、拠点病院を中心に、緩和ケ
アを迅速に提供できる診療体制を整備すると
ともに、緩和ケアチームや緩和ケア外来などの
専門的な緩和ケアの提供体制の整備と質の
向上を図ることを目標とする。  



緩和ケアの新たな「個別目標」 

    こうした取組により、患者とその家族などが

がんと診断された時から身体的・精神心理的・
社会的苦痛などに対して適切に緩和ケアを受
け、こうした苦痛が緩和されることを目標とす
る。 

 



「緩和ケア推進検討会」の設置 

 平成24年4月に厚生労働省に設置 

 今後の緩和ケア対策について、俯瞰的かつ戦
略的な対策等を検討し、今後の対策に反映し
ていくことを目的とする 

 平成24年10月に中間とりまとめが報告されて
いる 

 これまでに8回開催され、緩和ケアの充実に向
けた今後の具体的な対策等について議論がさ
れている 



議論の方向性 

（１）緩和ケア提供体制  

 ・都道府県がん診療連携拠点病院等における「緩
和ケアセンター」の整備  

（２）がん疼痛などの身体的苦痛の緩和  

 ・診断時から症状のスクリーニングの実施 

（３）精神心理的・社会的苦痛等の緩和  

 ・看護師等の多職種による継続した相談や支援を
行う体制の整備 

 ・適切に精神腫瘍医などの専門家へ紹介する体制
の整備 

   


